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1 序論  

かつて公的企業であった日本電信電話公社や国鉄は，現  
在では地域ブロック毎に複数の事業体に分割民営化され  

た．今日では，道路公団の分割が議論されている．  

事業体の分割により各種経営資源もまた分割後に生じ  

る複数の事業体へ配分する．各経営資源の各事業体への  

配分は，事業体間で公平であることが望まれる．本研究  

では，割当てられた経営資源の下で各事業体の経営活動  

の効率が一定，つまりどの事業体も効率的であれば，公  

平な配分であるとする．本研究では，各事業体の経営活  

動は入力から出力を産出する変換過程と見なし，その効  

率値を経営効率測定の代表的手法DEAで測定する．  

分割された各事業体での入出力値の多くは直ちに確定  

するが，不確定である入出力項目もある．例えば，道路  

公団の活動を道路建設を除いた道路利用管理サービスに  

限定し，入力項目を道路総延長距離と職員数，出力項目  

を通行収入とする．地域毎に公団が分割されたならば，  

分割された各事業体が管理する幹線に基づき道路総延長  

距離，通行収入の各データは事業体毎に確定可能である．  

しかし，職員数は経営上の判断で再配置可能であり，各  

事業体への配分職員数は分割案だけから尊びかれるもの  

ではない．つまり，分割案決定後に各事業体の入力値が  

未知である入力項目は存在する．  

本研究では事業体の分割後に不確定値を含む入力項目  

に対して，分割後の各事業体の経営効率が公平となる経  

営資源配分モデルを提案し，道路4公団再編分割案を分  

析し，その結果を報告する．  

2 DEAによる資源配分モデル  

事業体はm個の入力項目からβ個の出力項目を産出  

し，分割によってれ個の事業体が生じたとする．分割前の  

DMUoとし，分割後のn個の事業体をDMUl，…，DMUn  

とする・各DMUJの第五入力値を∬iJ，第γ出力値をyり  

とし，各入出力値はェij＞0，yrj＞．0である・分割前後  

で入出力値の総和は不変であるとする．すなわち，  

諾iO ＝ ∑完1ヱij 豆＝1，…，m  （1）  

yγ0 ＝ ∑完1yir r＝1，…，β   （2）  

を仮定する．そこで，分割後のDMUんの経営効率は  
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≦1十＝L‥↑ル 
（3，  

巧≧0，宜＝1，‥．，〃lalld  

町≧0，r＝1，…，β   

で測定する．この問題（3）はDEAのBCC双対問題であ  

り，その最適値を恥とすると，軌＝1であれば，DMUん  

は効率的という．本研究では，丁71＝‥・＝‰＝1であれ  

ば，事業体間での資源配分は公平であるとし，さらに各  

D九4Uんの問題（3）に対して同一の正の最適解が存在すれ  

ば，それを公平な資源配分に対する共通ウエイトと呼ぶ．   

分割後の全ての入出力値（エリl盲 ＝1，…，m，ブ＝  

1，‥・，れ）∪（拘車＝1，…，β，j＝1，‥・，γl）が確定値  

である場合，つまり，問題（3）でごiJ，訂アブが変数でなく  

固定された値の場合，事業体間での資源配分が公平であ  

るとは限らない．さらに，公平な資源配分に対する共通  

ウエイトが存在するとは限らない．  

3 不確定値を含むモデルと公平な資源配分   

ある入力項目の入力値全体が不確定な場合を考えよう．  

’一般性を失うことなく，この不確定な入力項目を第1項目  

とする・つまり，i町再＝1，…，m）は制約条件（1）と正  

条件〇り＞0を満たし，個々のDMUに対する問題（3）に  

対して共通に与えるパラメータである・（ご1jけ＝1い‥，  

托）以外の入出力値は各DMUに対する問題（3）におい  

て固定値であり，これらを（盃りI豆≠0，り＝1い＝，陀），  

（れ直＝1，・・・5・J＝1…・，れ）と記す・ぅえられたパラ  

メータ（ごりIJ＝1，‥‥几）の下で各DMUんに対して，   
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γ1器元り≦‥＝1巨‥‥椚 （4）  

机≧0，五＝1，‥．，mand  

祝r≧0，r＝1‥‥，β   

を解くことにより，その経営効率を（4）の最適値恥で測  

定する・この恥はパラメータ（町再＝1，…，㍑）の選び  

方で変化し，これらをうまく調整することにより仇＝   

＝ 恥＝1となれば，第2節と同様にその資源配分が  

公平であるとする．そこで，公平な資源配分とそれを与  
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える共通ウェイトを求めるには，   
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表3‥道路4．牟団の職員数（‘JHは日本道路公団）  

道路公団   

了汗苛杜  
JH北海道支社  

JH東北支社  

JH北陸支社  

Jfl中部支社  

JH関西支社  

JIl中国支社・  

J日四国支社 二  

JH九州支社  

JH東京建設局   

（9％道路公団   阿  

43引3961・傭 「  
467（425） JH東京管理局  506（46（り  

910（828）．．JIl東京管理局西局 409（372）  
576（524） ル1東京管理局東局 414（377）  
917（835） JH試験研究所  79（72）  

7） ・ 

臥 5。）  
434（395ト 阪神高速道路公団  860（774）  

胴国舶橋公団 

3叫  

（5）  

を解けば良い・実際（5）を満たす解を豆1J重i，屯γとする  

と，∬り＝豆りとした問題（4）の最適値恥は仇＝・：・＝  

恥＝1であり・r竜1，・二・・瑚と［克1・‥・・叫とのペアはい  

かなるDh・1Uんに対してエリ＝豆1Jとした問題（4）の最適  

解であることがわかる．逆に，公平な資源配分とそれを  

与える共通ウエイトは問題持）を満たす．  

定理1問題作ノを満たす解は存在する．   

4 道路公団の分割への適用  

現在，民営化の議論の対象である道路公団は日本道路  

公団，首都高速道路公団，阪神高速道路公団，本州四国  

連絡橋公団の4公団からなる．道路公団民営化推進委員  

会の提案する分割案では，これら道路4公団の資産と債  

務をすべて独立行政法人「日本道路保有機構」へ引き継  

がせ，それとは別に新たに地域ブロック毎に分割した5  

つの道路運営株式会社を設立する∴それら道路運営株式  

会社は東日本，中日■本，西日本，拡大首都高速，拡大阪  

神高速であり、，それぞれを順にDMUl，DMU2，DMU3，  

DMU4，DMU5とし，それらの管轄地域を表1で与える．  

表1：各会社の管轄地域  

そこで・問題（6）カ！ら公平な職員数配分を求める・  

Inin ∑‡＝1lul町＋u2豆2J－αjl  

S・t・一千lれ－（′Ul叛＋γ2烹2ノ）〒O j∴＝1‥・∴5   

∑ヱ＝1去り＝1b394  

£11≦慈エ11十3387  

£12≦諸法£12＋2732   

－425≦J13≦了岩缶叫3＋4085   

1250≦J14≦請託∬14＋二3392  

774≦£．15≦諸法ニヤ1．5＋2906  

γ1≧0，γ2≧Oa・nd叫≧0・  

（6）  

第1，2制約式は問題（5）の第1，2条件にそれぞれ対応す  

る．各DMUの管轄区域と現道路公団の管轄区域の包合  

関係に注目し，第3制約式から第7制約式の上限は現在  

の本社，研究所の合計を職員数の規模に応じた配分数と  

各DMUを含む現道路公団の職員数の和とする．つまり，  

分割後の職員数が各DMUを含む現道路公団め職員数を  

、越えないことを保証する．また，日本道路保有機構は若  

干の経理職員がいればよいので，現日本道路 

り10名割当てとする．第5制約式から第7制約式の‾F  

限は本州四国連絡橋公団，首都高速道路公団，阪神高速  

道路公団の各職員全ては対応するDMUに異動可能であ  

ることを保証する．   

各DMUの規模γ1£り＋γ2豆2Jと交通量αJ（表4）との  

差がなるべく「致するように，各DMUjの差合計を目的  

関数として，その最小化をする．ここでγ1＝二1としても  

表4：DMUの交通量（平成13年度実績（万台・））  

DMU  管轄区域  

DMUl 北海道，東北，新潟，関東  
DMU2 東海四県（東名，中央全線）  

DMU3 北陸三県，関西，中国，本町 四国，九州  
DMU4 現首都高，横浜プール，干葉プール  

DMU5 現阪高，・名神，近畿道，阪和道，関空道   

各DMUの入力を職員数，道路総延長，出力を通行料  

収入とする．各DMUの担当地域ブロックに含まれる高  

速道路から各DMU毎の道路総延長の値と通行料収入の  

値（平成14年度の実績）は表2の通りである・  

表2：各DMUの入出力値  DMU DMUI DMU2 DMU3 DMU4 DMU5  

交通量 51124 31486 92295 81745 4粥24  DMU  DMUIDMU2DMU3DMU4DMU5  

職員数  ∬11 亭12  エ13  ∬14  £15  
道路総延長（km）31411252 3361422 316  
通行料収入（億円）6882 6484 5060 3590 2402   

一般性を失わない・問題、（6）から得た最適な共通ウエイ  

トは，Ul＝1．00，U2＝0．12，ulニ0．47であり，この時の  

公平な職員数の配分は表5に与える．  

表5：各DMUへの職員数配分  
ここで，本州四国連絡橋公団，首都高速道路公団，阪  

神高速道路公団はそれぞれDMU3，DMU4，DMU5に含  

まれる．しかし，日本道路公団は特定のDMUに含まれ  

ないので日本道路公団の職員数を各D九′IUに配分しなけ  

ればならない．つまり，職員数は各DMUの担当地域ブ  

ロックが決定しても不確定である．さらに，分割実施年  

度までに現在の総職員数から9％減少させなければなら  

ない．道路4公団に関するデータは表3に与える．   

DMU  DMUI DMU2 DMU3 DMU4’DMU5  
職員数【人】・2929・2760 2154・1528 1023   

なお，問題（6）の実行可能矧こ対応するいかなる共通  

ウエイトに対して，分割民営化されない3公社（名古屋  

高速道路公社，広島高速道路公社，福岡北九州高速道路  

公社）は非効率であった・  
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